














































査) によると, ｢倫理的消費｣ という言葉の認知度は
6.0％ (｢エコ｣ は50.9％, ｢フェアトレード｣ は23.2％),
｢エシカルな商品・サービスの購入経験｣ がある人は
33.0％, 倫理的消費に対して関心があると回答した人


















た Bourdieu (1979＝1990) をはじめ, 長く議論されて
きた｡ 日本社会に関する近年の研究では, 中井 (2011),




























(広瀬 1995；玉置 2015；水師 2016；豊田 2016；村
























した稲増・池田 (2010) は, これらの行動が政治的有
効性感覚と関連していたこと, またインフォーマルな



















が社会ネットワーク要因である｡ Festinger (1954) に
よる ｢社会的比較｣ 概念, あるいは Merton (1957＝





きた (繁桝 2008)｡ 流行・普及過程に関する研究にお
けるオピニオンリーダーや口コミの影響力に対する注
目 (たとえば, 宮田・池田 (2008), 池田 (2010), 斉





































分析には2017年 2 月にウェブ上で実施した ｢生活ス
タイルと社会意識に関する調査 (第 1 次調査)｣ から
得られたデータを用いた｡ 対象者は (株) サーベイリ
サーチセンターにモニター登録している男女で, 回収
目標数の合計を700ケースとしたうえで, 性別 (男性






















































男性 40(12.9％) 191(61.6％) 57(18.4％) 22(7.1％)
女性 41(14.3％) 177(61.7％) 49(17.1％) 20(7.0％)
障がい者支援
男性 26(8.4％) 182(58.7％) 68(21.9％) 34(11.0％)
女性 24(8.4％) 168(58.5％) 64(22.3％) 31(10.8％)
途上国支援
男性 16(5.2％) 175(56.5％) 83(26.8％) 36(11.6％)
女性 28(9.8％) 157(54.7％) 70(24.4％) 32(11.1％)
に対する態度分布である｡ 全体としてはいずれの項目
についても 6割程度の回答者が ｢他の商品と値段が同










社会階層要因として, 教育年数 (単位：年) と, 昨
年 1 年間の世帯 (家計を共にしている家族) の収入
(単位：万円) を用いた｡ 環境配慮行動に関する研究
では, 高学歴者においてそのような行動への関心が高
いことが示されている (松本 2011)｡ またボランティ
ア活動への参加に対する教育の効果について三谷























































先に述べたように ｢社会的比較｣ や ｢準拠集団｣, あ













によると, ボランティア, 市民活動を例示した ｢社会
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的活動｣ はクラシック音楽のコンサートへ行くことや
歌舞伎などの伝統芸能鑑賞を抑えて最も高い社会的評




















社会のあり方に関する意識 ｢多様性志向｣ である｡ 具














でいると指摘している (畑山 2016：259)｡ 環境行動
(リサイクル商品の購入など) の規定要因を検証した
































































































































高く, また RMSEAが最も小さいモデル 2 , すなわち
倫理的消費の測定については男女間で同質であるが,






モデル１：制約なし 27.957(24) 0.262 0.990 0.962 0.017
モデル２：測定に等価制約あり 28.182(26) 0.350 0.990 0.965 0.012






































教育年数世帯収入 0.157 ** 0.219 **
教育年数地位集団 0.191 ** 0.338 **
世帯収入地位集団 0.360 ** 0.168 **
教育年数→文化資本ネットワーク 0.042 0.165 **
世帯収入→文化資本ネットワーク 0.130 ** 0.053
地位集団→文化資本ネットワーク 0.018 0.072
教育年数→倫理的消費ネットワーク 0.010 0.095
世帯収入→倫理的消費ネットワーク 0.171 ** 0.019




文化資本ネットワーク→多様性志向 0.059 0.128 *
倫理的消費ネットワーク→多様性志向 0.019 0.056
教育年数→倫理的消費 0.043 0.103
世帯収入→倫理的消費 0.188 ** 0.019
地位集団→倫理的消費 0.097 0.045
文化資本ネットワーク→倫理的消費 0.091 0.114†
倫理的消費ネットワーク→倫理的消費 0.081 0.193 **
多様性志向→倫理的消費 0.116 * 0.195 **
表 4 男女それぞれのモデルにおける社会階層要因の直接効果・間接効果・総合効果
男性 女性
直接効果 間接効果 総合効果 直接効果 間接効果 総合効果
教育年数 0.043 0.007 0.049 0.103 0.049 0.152
世帯収入 0.188 0.024 0.212 0.019 0.014 0.004
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検証することが今後の課題である｡
付記
本研究は JSPS科研費 (16K04032) の助成を受けたも
のです｡
注
1) 消費者基本法に基づく ｢消費者基本計画｣ (2015年
３月閣議決定) では, 倫理的消費を ｢地域の活性化や
雇用なども含む, 人や社会・環境に配慮した消費行動｣
と定義している｡
2) 大都市圏として区分されているのは, 東京都, 埼玉
県, 千葉県, 神奈川県, 愛知県, 京都府, 大阪府, 兵
庫県である｡
3) 5 節以降の図・表では ｢地位集団｣ と表記している｡

































7) なおカイ二乗値は 19.105 (df＝12, p＝.086) であっ
た｡ ここではサンプル数が500前後以上であれば他の
適合度指標を用いるのが妥当としている狩野・三浦
(1997) に依拠して本文中の 3 つの指標を妥当性の基
準とした｡
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付表 独立変数の記述統計
変数 平均/割合 標準偏差 最小値 最大値
社会階層要因
教育年数 13.70 2.04 9.00 18.00
世帯収入 584.80 342.05 75.00 1650.00
地位集団 0.02 1.00 2.40 2.75
社会ネットワーク要因
文化資本ネットワーク 0.15 － 0.00 1.00
倫理的消費ネットワーク 0.11 － 0.00 1.00
社会意識要因
多様性志向 2.04 0.61 0.00 3.00
※世帯収入については分析では10を底とする常用対数に変換した値を用いた。
